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1.  平成24年6月期の業績（平成23年7月1日～平成24年6月30日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年6月期 431 △1.1 88 △18.5 100 △15.0 71 △9.3
23年6月期 436 1.0 109 △10.3 118 △10.3 78 △4.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年6月期 14.41 ― 4.1 4.1 20.6
23年6月期 15.78 ― 4.6 5.1 25.0

（参考） 持分法投資損益 24年6月期  ―百万円 23年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年6月期 2,632 1,789 67.8 361.80
23年6月期 2,315 1,702 73.5 344.02

（参考） 自己資本   24年6月期  1,786百万円 23年6月期  1,702百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年6月期 341 △38 △31 595
23年6月期 173 △27 △54 323

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向 純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年6月期 ― 2.00 ― 5.00 7.00 34 44.4 2.1
24年6月期 ― 2.00 ― 6.00 8.00 39 55.5 2.3
25年6月期(予想) ― 2.00 ― 6.00 8.00 55.0

3. 平成25年 6月期の業績予想（平成24年 7月 1日～平成25年 6月30日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 215 △0.4 50 △0.9 60 5.8 35 △24.4 7.08
通期 430 △0.3 105 18.1 115 14.6 72 1.0 14.55



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年6月期 7,735,000 株 23年6月期 7,735,000 株
② 期末自己株式数 24年6月期 2,788,197 株 23年6月期 2,786,495 株
③ 期中平均株式数 24年6月期 4,947,844 株 23年6月期 4,983,904 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、発表日現在において、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提
に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提になる事項については、決算短信（添付資料）２ページの
「経営成績(1)経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

① 当期の概況 

  当期における我が国経済は、東日本大震災による企業の被害が復旧し、全体として震災前の状況へ回復しつつ

 ありました。しかし一旦沈静化したかに見えた欧州債務危機は根本的解決には至らず、アメリカ経済も再び減速

 し、中国や新興国の世界経済牽引力も減退してしまいました。そのため世界経済全体が不安定化し、先行きも不

 透明な状況となり、円高問題も再び拡大してきました。  

  このような状況下において、当社は全社的構造改革の推進と、環境変化への対応を継続しております。 

 賃貸不動産部門においては、他社と差別化されたリフォームとサービスにより高い入居率（約94.5％）を維持し

 ておりますが、東日本大震災の影響により発生した資材の高騰と供給不足が長引いたため若干リフォームに遅れ

 が生じ、空室期間がやや延長となりました。 

  自転車部門においては、売上の拡大だけでなく収益性の向上に努めておりますが、春需要の減少や自社開発商

 品の遅れにより、計画を達成できませんでした。  

  この結果、売上高431百万円（前期比1.1％減）、営業利益88百万円（前期比18.5％減）、経常利益100百万円

（前期比15.0％減）、当期純利益71百万円（前期比9.3％減）となりました。 

② 部門別の概況 

    賃貸不動産部門 

  当社の商業用地再開発完了土地（大垣市寺内町、小牧市堀の内）においては、賃料収入が引き続き安定的に推

 移しております。また、賃貸マンション事業において、賃貸マンションの各部屋別大規模リフォームノウハウも

 修得し集客力と収益力の向上に貢献しておりますが、東日本大震災の影響により発生した資材の高騰と供給不足

 が長引いたため若干リフォームに遅れが生じ、空室期間がやや延長となりました。愛知県名古屋市中区丸の内の

 土地は、平成24年４月に事業用借地権設定契約を結ぶことができましたが、契約開始は平成24年７月からですの

 で当期に影響はございません。 

 結果として、売上高は407百万円（前期比0.1％増）、売上総利益は291百万円（前期比1.8％減）となりまし

た。 

自転車部門 

 自転車部門では、春需要の季節的影響による減少や前年の大震災仮需の反動減、また商品開発の遅れ等によ

り、計画を達成できませんでした。 

 結果として、販売台数は1,137台（前期比14.7％減）、売上高は23百万円（前期比18.1％減）、売上総利益は

９百万円（前期比9.2％減）となりました。 

  

③ 次期の見通し 

  今後の我が国経済は、円高による輸出の減少や少子高齢化による国内需要の減少等のマクロ構造問題に対する

 解決案の策定が非常に困難です。加えて世界経済においても、欧州債務危機はくすぶり続け、アメリカ経済の回

 復も中国経済や新興国経済の伸張も予測が非常に困難です。 

  このような状況の下、当社は安定的な収益基盤の確立に取り組みながら、持続的安定成長を模索するための努

 力を今後も継続してまいります。 

  賃貸不動産部門においては、賃貸マンションの高い入居率の維持に尽力する他、新たな賃貸マンション建設計

 画を継続します。しかし現在の経済情勢においては、慎重な企画立案が要求され、計画の遅れも予想されます。

 愛知県名古屋市中区丸の内の土地については、平成26年６月期上期までは工事期間となるため業績に大きな影響

 は及ぼしません。 

  自転車部門においては、ネット通販システムの改良や自社開発商品の充実等に取り組みます。 

 これらの経営努力により、来期の業績予想としましては、売上高430百万円（前期比0.3％減）、営業利益105

百万円(前期比18.1％増）、経常利益115百万円（前期比14.6％増）、当期純利益70百万円（前期比1.8％減）を

見込んでおります。 

１．経営成績

㈱ツノダ（7308） 平成24年６月期 決算短信（非連結）

- 2 -



  (2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末における資産の残高は、2,632百万円（前事業年度末は2,315百万円）となり、316百万円増加い

たしました。この主な要因は、名古屋市中区丸の内の土地を賃貸することに伴う保証金の入金による現金及び預

金の増加（483百万円から755百万円へ272百万円の増加）及び株式の時価の上昇による投資有価証券の増加（482

百万円から528百万円へ45百万円の増加）等によるものであります。 

 当事業年度末の負債の残高は、842百万円（前事業年度末は613百万円）となり、229百万円増加いたしまし

た。この主な要因は、名古屋市中区丸の内の土地を賃貸することに伴い保証金（長期預り保証金）が増加（217

百万円から467百万円へ249百万円の増加）したこと等によるものであります。 

 当事業年度末における純資産の残高は、1,789百万円（前事業年度末は1,702百万円）となり、87百万円増加い

たしました。この主な要因は、投資有価証券の時価の上昇に伴いその他有価証券評価差額金が増加（214百万円

から262百万円へ47百万円の増加）したこと等によるものであります。 

 なお、自己資本比率は、前事業年度末に比べ5.6ポイント減少し67.8％となりました。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、595百万円（前事業年度末は

323百万円）となり、272百万円の増加となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりです。 

    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における営業活動の結果、得られた資金は341百万円（前年同期は173百万円の獲得）となりまし

た。この主な要因は、税引前当期純利益109百万円及び減価償却費50百万円を計上したことに加え、名古屋市中

区丸の内の土地を賃貸することに伴う保証金（長期預り保証金）の増加による収入が249百万円あったこと等に

よるものであります。 

     (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当事業年度における投資活動の結果、使用した資金は38百万円（前年同期は27百万円の使用）となりまし

た。これは主に賃貸マンションの老朽化部分の改修工事及び賃貸マンションの外構工事に伴う資本的支出が行

われたことによるものであります。 

     (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当事業年度における財務活動の結果、使用した資金は31百万円（前年同期は54百万円の使用）となりまし

た。これは主に配当金の支払を34百万円を行ったことによるものであります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。 

（注４）平成23年６月期以降のキャッシュ・フロー対有利子負債比率は、期末時点において有利子負債がありませ

んので算定しておりません。 

（注５）平成24年6月期におけるインタレスト・カバレッジ・レシオにつきましては、利払いがありませんので算

定しておりません。  

  平成20年６月期 平成21年６月期 平成22年６月期 平成23年６月期 平成24年６月期

自己資本比率（％）  71.6  72.7  73.8  73.5  67.8

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 45.2  46.0  43.9  51.3  46.8

キャッシュ・フロー対有利子負

債比率（年） 
 0.6  0.4  0.0  －  －

インタレスト・カバレッジ・レ

シオ（倍） 
 45.3  74.5  373.3  8,229.9  －
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、経営基盤の強化を図るとともに、株主各位に対しては、安定的な配当の維持を基本としています。内

部留保金につきましては、財務体質の更なる強化、既存事業の効率改善の推進、新規事業の開発活動に活用する

ことにより、企業価値の長期的な向上に取り組んでまいります。 

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり２円の中間配当を実施し、期末配当につい

ては１株当たり６円を予定しております。これにより、当事業年度の年間配当額は１株当たり８円となります。 

 なお、次期の配当につきましては、当期と同額の１株につき８円を予定しております。 

  

 （4）事業等のリスク 

   決算短信に記載した経営成績及び財政状態等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。 

  なお、本項において将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は決算短信提出日（平成24年８月６

日）現在において当社が判断したものであります。    

  ① 自転車販売台数及び売上について 

  日本の自転車市場は、ガソリン価格の高騰に反比例して徐々に回復の傾向にあります。しかし高付加価値商

品のシェアは欧米諸国に比べるとまだまだ低く、低価格商品が過半数を占めております。その中で当社は単な

る価格競争ではなく、新しい付加価値の競争を目指しております。また、従来の自転車販売店ルートのみでな

くインターネットを活用した消費者ダイレクト販売ルートも開拓中であります。そのため価格競争による損失

のリスクが低い反面、販売台数および売上が減少するリスクが考えられます。 

 ② 製品の品質と安全性について 

  当社は自転車の生産については海外ＯＥＭ方式を採用しております。平成16年５月には中国でＯＥＭ生産し

た一部の車種の中にフレームが破断する事故を発生させてしまいました。幸い大きな事故の発生も無く、また

自主回収作業においても概ね回収をすませました。２度とこのような製品の危険性を発生させないために、生

産管理と品質管理を徹底した自社基準によって行っております。しかし万一、製品の品質と安全性に対する信

頼性を失うような問題が起きれば、当社の業績及び財務状況に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ③ 個人情報管理について 

  当社は消費者とのコミュニケーションや自転車販売の手段としてインターネットを活用しております。しか

しながら平成16年５月に、当社のセキュリティ管理が不十分であったために顧客個人情報（メールアドレスと

氏名）が漏えいする事故が発生しました。個人情報の厳正な管理体制を構築し、継続してその強化に努めてお

りますが、ＩＴ技術の進歩やインターネット環境の変化に伴って常に対策を更新し続けなければなりません。

再度個人情報の流失が発生した場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ④ 自然災害等に関するリスク 

  当社の主たる事業である賃貸不動産事業において、万一地震等の自然災害が発生した場合には、当社の業績

及び財務状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。その影響を最小限に抑えるために、耐震対策や災害発

生時の対応マニュアルを策定いたしました。しかしながら東南海地震のような大規模な災害が発生した場合に

は、賃貸マンションや賃貸土地の運営に多大な影響を与え、当社の業績及び財務状況に重大な影響を及ぼす可

能性があります。 

  ⑤ 土地の事業用借地権設定契約について 

  当社は平成16年に、愛知県小牧市の土地と岐阜県大垣市の土地について、また平成24年に愛知県名古屋市の

土地について、事業用借地権設定契約を締結いたしました。契約では安定した収益が保証されるはずではあり

ますが、定期借地権及び定期借家権に関する法律は、まだ新しい法律であるために実際の長期実例が不足して

おります。社会環境の変化や当局の方針変更によっては、当社の業績及び財務状況に重大な影響を及ぼす可能

性があります。 
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  ⑥ 不動産投資のリスク 

    今後日本国内においては、長期的視野で見た場合、不動産相場が全体的に上昇局面となることは考えにくい

と思われます。そのため当社は見込まれる収益に対して十分な利回りを確保できる投資額に抑えることができ

なければ不動産投資を行わない慎重なスタンスを取ります。不動産市場において売手相場が買手相場を30％以

上も上回る状態が続くと、当社の不動産投資が遅れ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

 ⑦ 役員構成について 

  当社の役員は、取締役３名と監査役３名で構成されております。現状の役員数は、役員に病気及び災害等に

よる職務継続を困難とさせる事態が発生した場合、当社の経営に重大な影響を及ぼす可能性があります。 
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(1）経営の基本方針 

  当社は、ステークホルダー全体のために持続可能な企業価値向上を達成することを基本方針としています。賃貸不

動産事業と自転車事業により、全てのステークホルダー（顧客・社員・株主・取引先・金融機関・社会）にとっての

企業価値を持続的に高めていくことを基本方針としています。 

  

(2）目標とする経営指標 

  当社は、総資本利益率を経営の目標指標とする準備を進めています。その目標を達成するために、経営資源の有効

活用と安定した収益体制の確立に努力しております。 

(3）中長期的な経営戦略 

  賃貸マンションのリフォームのみならず、中古賃貸マンション再開発の検討も始めました。また名古屋市中区丸の

内の不動産の本格活用も具体化しました。ツノダブランドの再構築と再活用も重要な経営戦略です。 

(4）会社の対処すべき課題 

  長期安定的な収益構造の実現は完了しましたので、次は、持続可能な安定成長事業の育成等が課題であると考え 

ております。また東南海地震等に対する危機管理体制の構築も新たな課題であると認識しております。 

     a.持続可能な安定成長事業の育成 

      b.内部管理体制の整備 

    c.危機管理体制の構築  

  

 （5）その他、会社の経営上重要な事項 

    平成24年４月４日に愛知県名古屋市中区丸の内の不動産の活用として、賃貸借に関する契約を締結しました。 

   a.契約の内容   事業用借地権設定契約 

    b.契約期間    平成24年７月１日より15年間 

     c.相手先     中部テレコミュニケーション株式会社 

   この契約の締結に伴い、この土地で行っていた駐車場事業は当期末で終了いたしました。  

     

  

  

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年６月30日) 

当事業年度 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 483,556 755,588

売掛金 1,871 2,161

商品 5,178 11,109

前払費用 855 1,290

繰延税金資産 4,025 2,516

未収入金 3,253 3,139

その他 2,229 358

貸倒引当金 △130 △10

流動資産合計 500,841 776,155

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  2,423,748 2,456,225

減価償却累計額 △1,797,533 △1,842,975

建物（純額） 626,215 613,249

構築物 74,998 85,478

減価償却累計額 △58,127 △60,763

構築物（純額） 16,870 24,714

機械及び装置 44,211 44,211

減価償却累計額 △42,814 △43,399

機械及び装置（純額） 1,396 811

車両運搬具 8,250 8,250

減価償却累計額 △7,773 △8,005

車両運搬具（純額） 476 244

工具、器具及び備品 9,273 9,883

減価償却累計額 △8,123 △8,711

工具、器具及び備品（純額） 1,150 1,172

土地 ※1  675,732 674,614

有形固定資産合計 1,321,841 1,314,806

無形固定資産   

商標権 200 －

電話加入権 464 464

ソフトウエア 756 386

無形固定資産合計 1,420 850

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  482,922 ※1  528,255

出資金 100 100

長期貸付金 4,046 3,926

破産更生債権等 798 798

長期前払費用 1,440 5,854

その他 6,850 6,347

貸倒引当金 △4,844 △4,724

投資その他の資産合計 491,313 540,557

固定資産合計 1,814,575 1,856,214

資産合計 2,315,417 2,632,370
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年６月30日) 

当事業年度 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,266 914

未払金 5,014 17,062

未払費用 33,417 31,913

未払法人税等 43,987 27,257

未払消費税等 891 1,291

前受金 25,311 28,354

預り金 1,503 563

賞与引当金 727 632

その他 3,251 1,624

流動負債合計 115,371 109,613

固定負債   

繰延税金負債 210,272 195,461

退職給付引当金 8,987 3,177

役員退職慰労引当金 60,949 66,938

長期預り保証金 217,469 467,445

固定負債合計 497,679 733,023

負債合計 613,050 842,637

純資産の部   

株主資本   

資本金 400,000 400,000

資本剰余金   

資本準備金 41,291 41,291

その他資本剰余金 89 89

資本剰余金合計 41,381 41,381

利益剰余金   

利益準備金 100,000 100,000

その他利益剰余金   

配当積立金 100,000 100,000

退職積立金 30,000 30,000

買換資産圧縮積立金 150,113 151,809

別途積立金 625,000 625,000

繰越利益剰余金 381,121 416,096

利益剰余金合計 1,386,234 1,422,906

自己株式 △339,841 △340,241

株主資本合計 1,487,774 1,524,046

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 214,591 262,016

評価・換算差額等合計 214,591 262,016

新株予約権 － 3,670

純資産合計 1,702,366 1,789,733

負債純資産合計 2,315,417 2,632,370
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高   

商品売上高 28,721 23,525

不動産賃貸収入 407,691 407,960

売上高合計 436,412 431,486

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 8,458 5,178

当期商品仕入高 16,985 20,206

商品期末たな卸高 ※1  6,910 ※1  11,109

商品売上原価 18,534 14,275

不動産賃貸原価 111,249 116,882

売上原価合計 129,783 131,157

売上総利益 306,629 300,328

販売費及び一般管理費   

販売運賃 4,362 7,803

旅費及び交通費 6,630 6,450

広告宣伝費 10,085 14,294

役員報酬及び給料手当 68,796 65,212

福利厚生費 261 1,383

退職給付費用 520 1,500

減価償却費 4,368 3,688

役員退職慰労引当金繰入額 7,254 6,208

賞与引当金繰入額 727 632

支払報酬 37,342 37,620

支払手数料 10,424 12,084

その他 ※2  46,821 ※2  54,576

販売費及び一般管理費合計 197,595 211,456

営業利益 109,033 88,871

営業外収益   

受取利息 217 182

受取配当金 7,778 7,561

貸倒引当金戻入額 － 240

役員退職慰労引当金戻入額 － 220

雑収入 1,336 3,450

営業外収益合計 9,331 11,655

営業外費用   

支払利息 32 －

支払手数料 76 3

雑損失 206 212

営業外費用合計 314 216

経常利益 118,051 100,310
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

特別利益   

受取保険金 － 9,997

貸倒引当金戻入額 755 －

役員退職慰労引当金戻入額 1,160 －

特別利益合計 1,915 9,997

特別損失   

固定資産除却損 748 －

減損損失 ※3  1,528 ※3  1,118

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 945 －

特別損失合計 3,221 1,118

税引前当期純利益 116,744 109,190

法人税、住民税及び事業税 44,035 49,085

法人税等調整額 △5,941 △11,205

法人税等合計 38,094 37,880

当期純利益 78,650 71,310
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 400,000 400,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 400,000 400,000

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 41,291 41,291

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 41,291 41,291

その他資本剰余金   

当期首残高 89 89

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 89 89

資本剰余金合計   

当期首残高 41,381 41,381

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 41,381 41,381

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 100,000 100,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 100,000 100,000

その他利益剰余金   

配当積立金   

当期首残高 100,000 100,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 100,000 100,000

退職積立金   

当期首残高 30,000 30,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 30,000 30,000

買換資産圧縮積立金   

当期首残高 160,747 150,113

当期変動額   

買換資産圧縮積立金の取崩 △10,634 △9,275

実効税率変更に伴う積立金の増加 － 10,972

当期変動額合計 △10,634 1,696
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当期末残高 150,113 151,809

別途積立金   

当期首残高 625,000 625,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 625,000 625,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 326,841 381,121

当期変動額   

剰余金の配当 △25,004 △24,742

剰余金の配当（中間配当額） △9,999 △9,896

買換資産圧縮積立金の取崩 10,634 9,275

実効税率変更に伴う積立金の増加 － △10,972

当期純利益 78,650 71,310

当期変動額合計 54,280 34,974

当期末残高 381,121 416,096

利益剰余金合計   

当期首残高 1,342,588 1,386,234

当期変動額   

剰余金の配当 △25,004 △24,742

剰余金の配当（中間配当額） △9,999 △9,896

買換資産圧縮積立金の取崩 － －

実効税率変更に伴う積立金の増加 － －

当期純利益 78,650 71,310

当期変動額合計 43,646 36,671

当期末残高 1,386,234 1,422,906

自己株式   

当期首残高 △327,820 △339,841

当期変動額   

自己株式の取得 △12,021 △399

当期変動額合計 △12,021 △399

当期末残高 △339,841 △340,241

株主資本合計   

当期首残高 1,456,149 1,487,774

当期変動額   

剰余金の配当 △25,004 △24,742

剰余金の配当（中間配当額） △9,999 △9,896

当期純利益 78,650 71,310

自己株式の取得 △12,021 △399

当期変動額合計 31,625 36,271

当期末残高 1,487,774 1,524,046
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 224,715 214,591

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,123 47,424

当期変動額合計 △10,123 47,424

当期末残高 214,591 262,016

評価・換算差額等合計   

当期首残高 224,715 214,591

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,123 47,424

当期変動額合計 △10,123 47,424

当期末残高 214,591 262,016

新株予約権   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 3,670

当期変動額合計 － 3,670

当期末残高 － 3,670

純資産合計   

当期首残高 1,680,864 1,702,366

当期変動額   

剰余金の配当 △25,004 △24,742

剰余金の配当（中間配当額） △9,999 △9,896

当期純利益 78,650 71,310

自己株式の取得 △12,021 △399

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,123 51,094

当期変動額合計 21,501 87,366

当期末残高 1,702,366 1,789,733
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 116,744 109,190

減価償却費 49,095 50,234

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 945 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 266 △95

退職給付引当金の増減額（△は減少） 520 △5,809

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,094 5,988

貸倒引当金の増減額（△は減少） △755 △240

受取利息及び受取配当金 △7,995 △7,744

支払利息 32 －

固定資産除却損 748 －

減損損失 1,528 1,118

売上債権の増減額（△は増加） △1,908 27

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,377 △5,822

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,354 1,123

その他の固定資産の増減額（△は増加） 1,118 △4,009

仕入債務の増減額（△は減少） 787 △352

未払金の増減額（△は減少） △76 7,273

未払費用の増減額（△は減少） 186 △1,504

長期預り金の増減額（△は減少） △814 249,976

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,732 581

小計 165,807 399,937

利息及び配当金の受取額 7,995 7,744

利息の支払額 △21 －

法人税等の還付額 660 －

法人税等の支払額 △749 △65,747

営業活動によるキャッシュ・フロー 173,692 341,933

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △27,946 △38,792

投資有価証券の取得による支出 △5 △5

貸付金の回収による収入 620 120

差入保証金の差入による支出 △74 －

差入保証金の回収による収入 58 －

その他投資等の増加による支出 △81 －

投資その他の資産の増減額（△は増加） － △81

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,429 △38,759

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △7,700 －

自己株式の取得による支出 △12,021 △399

新株予約権の発行による収入 － 3,670

配当金の支払額 △34,449 △34,413

財務活動によるキャッシュ・フロー △54,171 △31,143

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 92,091 272,031

現金及び現金同等物の期首残高 231,465 323,556

現金及び現金同等物の期末残高 ※  323,556 ※  595,588
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 該当事項はありません。 

    

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）について

は定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物        15年～47年 

構築物       ３年～30年 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

(3）長期前払費用 

定額法によっております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における自己都合要支給額の見込額に基づき、当期末に発生し

ていると認められる額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員退職金の支払いに備えるため、役員退職金基準内規に基づく期末要支給額を基礎として実質負担額

を計上しております。 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可能な預金及び

預け入れ期間が３ヶ月以内の定期預金からなります。 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

なお、控除対象外消費税等については、発生事業年度の期間費用として処理しております。 

  

（7）追加情報 

 （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。  

（5）継続企業の前提に関する注記

（6）重要な会計方針
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※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

        なお、これに対応する債務はありません。  

  

    

  

※１ 商品期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、前事業年度の評価損の戻入益と当

事業年度の評価損を相殺した結果、次のたな卸資産評価損（△は戻入益）が売上原価に含まれておりま

す。 

  

    

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

  

  

※３ 減損損失 

 当社は以下の資産について減損損失を計上しました。 

前事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

 資産のグルーピングについては、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の事業区分を使用してグルーピ

ングしております。 

 現在、遊休資産となっている土地について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（

千円）として特別損失に計上しました。 

  なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額であり、不動産鑑定士による意見価格により算定する

ことにより、 千円として評価しております。  

  

当事業年度（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日）  

 資産のグルーピングについては、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の事業区分を使用してグルーピ

ングしております。 

 現在、遊休資産となっている土地について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（

千円）として特別損失に計上しました。 

  なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額であり、不動産鑑定士による意見価格により算定する

ことにより、 千円として評価しております。  

（8）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成23年６月30日） 
当事業年度 

（平成24年６月30日） 

建物 千円 83,211              千円 －

土地    2,879     －

投資有価証券  289,349  320,299

計  375,440  320,299

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日） 

千円 △423 千円 △331

前事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日） 

千円 496 千円 291

場所 用途 種類 

 長野県安曇野市 遊休資産 遊休土地 

1,528

4,700

場所 用途 種類 

 長野県安曇野市 遊休資産 遊休土地 

1,118

3,500
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前事業年度（自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数増加52,365株は、単元未満株式の買取による増加2,365株と、自社株買付による増加

50,000株であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当金のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（株主資本等変動計算書関係）

  
当期首株式数 

（株） 
当期増加株式数 

（株） 
当期減少株式数 

（株） 
当期末株式数 

（株） 
摘要 

発行済株式           

普通株式  7,735,000  －  －  7,735,000      

合計  7,735,000  －  －  7,735,000      

自己株式           

普通株式  2,734,130  52,365  －  2,786,495 （注）  

合計  2,734,130  52,365  －  2,786,495      

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年９月22日 

第74期定時株主総会 
普通株式  25,004  5.00 平成22年６月30日 平成22年９月24日 

平成23年２月10日 

 取締役会 
普通株式  9,999  2.00 平成22年12月31日 平成23年３月８日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年９月22日 

第75期定時株主総会 
普通株式  24,742 利益剰余金  5.00 平成23年６月30日 平成23年９月26日
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当事業年度（自平成23年７月１日 至平成24年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数増加1,702株は、単元未満株式の買取による増加1,702株であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当金のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
当期首株式数 

（株） 
当期増加株式数 

（株） 
当期減少株式数 

（株） 
当期末株式数 

（株） 
摘要 

発行済株式           

普通株式 7,735,000  －  －     7,735,000      

合計     7,735,000  －  －     7,735,000      

自己株式           

普通株式     2,786,495 1,702  － 2,788,197 （注）  

合計 2,786,495     1,702  －     2,788,197      

新株予約権の内訳 
新株予約権の目
的となる株式の

種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当事業年度末

残高 
（千円） 

当事業 
年度期首 

当事業 
年度増加 

当事業 
年度減少 

当事業 
年度末 

 ストック・オプションとしての

新株予約権 
 －  －  －  －  －  3,670

 合計  －  －  －  －  －  3,670

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年９月22日 

第75期定時株主総会 
普通株式  24,742  5.00 平成23年６月30日 平成23年９月26日 

平成24年２月６日 

 取締役会 
普通株式  9,896  2.00 平成23年12月31日 平成24年３月８日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年９月25日 

第76期定時株主総会 
普通株式  29,680 利益剰余金  6.00 平成24年６月30日 平成24年９月26日
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※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

  

    前事業年度 （自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

      事業の内容に照らして重要性が乏しいため、注記は省略しております。 

  

    当事業年度 （自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日） 

     事業の内容に照らして重要性が乏しいため、注記は省略しております。 

  

  

１．金融商品の状況に関する事項 

 (1)金融商品に対する取組方針 

    当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達については、投資計画

に照らし必要に応じて、主として金融機関から借入を行う方針であります。  

 (2)金融商品の内容及びそのリスク 

    営業債権である売掛金及び未収入金については、顧客の信用リスクが左右します。また、投資有価証券は、

主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクが存在します。 

    営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。また、前受金は営業収益の前

受けであり、そのほとんどを１ヶ月以内に収益に計上しております。 

 (3)金融商品に係るリスク管理体制  

  ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

     当社は、営業債権について、ES部がサイクル部と協力し主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引先相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握及び軽減

活動を行っております。 

  ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

     当社は、投資有価証券について、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し取締役会に報告することに

より、リスクの早期把握及び軽減活動を行っております。 

  ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理  

     当社は、ES部が適時に資金繰計画を作成、更新し、取締役会に報告するとともに、手許流動性の維持など

により流動性リスクを管理しております。 

 (4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前事業年度 

（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日） 

現金及び預金勘定 483,556千円 755,588千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △160,000  △160,000  

現金及び現金同等物 323,556  595,588  

（リース取引関係）

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

  

前事業年度（平成23年６月30日） 

(*1)未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

  

  

当事業年度（平成24年６月30日） 

(*1)未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

  

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  483,556  483,556  －

(2）売掛金  1,871  1,871  －

(3）未収入金  3,253            

貸倒引当金(*1)  △130            

   3,123  3,123  －

(4）投資有価証券  463,222  463,222  －

資産計  951,774  951,774  －

(1）買掛金  1,266  1,266  －

(2）前受金  25,311  25,311  －

負債計  26,578  26,578  －

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  755,588  755,588  －

(2）売掛金  2,161  2,161  －

(3）未収入金  3,139            

貸倒引当金(*1)  △10            

   3,129  3,129  －

(4）投資有価証券  508,555  508,555  －

資産計  1,269,435  1,269,435  －

(1）買掛金  914  914  －

(2）前受金  28,354  28,354  －

負債計  29,268  29,268  －
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1）現金及び預金、(2）売掛金並びに(3）未収入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(4）投資有価証券 

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関す

る事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

  

負 債 

(1）買掛金並びに(2）前受金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるものであるため、時価開示の対象としておりません。 

   

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（平成23年６月30日） 

  

  

当事業年度（平成24年６月30日） 

   

   

  （単位：千円）

区分 
前事業年度 

（平成23年６月30日） 
当事業年度 

（平成24年６月30日） 

非上場株式  19,700  19,700

長期預り保証金  217,469  467,445

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金  482,581  －  －  －

売掛金  1,871  －  －  －

未収入金  3,253  －  －  －

合計  487,707  －  －  －

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金  754,397  －  －  －

売掛金  2,161  －  －  －

未収入金  3,139  －  －  －

合計  759,698  －  －  －
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１．その他有価証券 

前事業年度（平成23年６月30日） 

（注）１．非上場株式（貸借対照表計上額19,700千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

   ２．有価証券の減損処理にあたっては、当期末日の時価と取得原価を比較し、時価が取得原価の50％以上下落した場合に減損処理を行

っております。また、30％以上50％未満下落した状態が２年間継続した場合には、時価下落の内的・外的要因を分析し、今後時価

が回復すると認められる場合を除いて、減損処理を行っております。 

当事業年度（平成24年６月30日） 

（注）１．非上場株式（貸借対照表計上額19,700千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

   ２．有価証券の減損処理にあたっては、当期末日の時価と取得原価を比較し、時価が取得原価の50％以上下落した場合に減損処理を行

っております。また、30％以上50％未満下落した状態が２年間継続した場合には、時価下落の内的・外的要因を分析し、今後時価

が回復すると認められる場合を除いて、減損処理を行っております。 

２．売却したその他有価証券 

前事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日） 

該当事項はありません。  

（有価証券関係）

 区分 種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1）株式  458,707  94,908  363,798

(2）債券          －           －          －

(3）その他  －  －  －

小計  458,707  94,908  363,798

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1）株式  4,515  7,352  △2,836

(2）債券          －           －          －

(3）その他  －  －  －

小計  4,515  7,352  △2,836

合計  463,222  102,260  360,962

 区分 種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1）株式  505,915  99,137  406,777

(2）債券          －           －          －

(3）その他  －  －  －

小計  505,915  99,137  406,777

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1）株式  2,640  3,127  △487

(2）債券          －           －          －

(3）その他  －  －  －

小計  2,640  3,127  △487

合計  508,555  102,265  406,290
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 前事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日）及び当事業年度（自 平成23年７月１日  

至 平成24年６月30日） 

  

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

    前事業年度 （自 平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

      該当事項はありません。 

  

    当事業年度 （自 平成23年７月１日 至平成24年６月30日） 

      該当事項はありません。 

  

  

 １．関連当事者との取引 

  

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

  

前事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

 （注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

    取引条件は市場相場を勘案し、決定しております。 

３．愛知小牧産業㈱は、その他の関係会社にも該当します。 

当事業年度（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日） 

 （注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

    取引条件は市場相場を勘案し、決定しております。 

３．愛知小牧産業㈱は、その他の関係会社にも該当します。 

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（関連当事者情報）

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社等の子
会社を含
む） 

愛知小牧
産業㈱ 

愛知県 
小牧市  41,000 不動産管理

(被所有)
直接 

23.0％

賃貸管理業
務の委託 

賃貸管理
料の支払  6,674 ― ―

事務代行
手数料の
受取 

 120 ― ―

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社等の子
会社を含
む） 

愛知小牧
産業㈱ 

愛知県 
小牧市  41,000 不動産管理

(被所有)
直接 

24.7％

賃貸管理業
務の委託 

賃貸管理
料の支払  7,142 ― ―

事務代行
手数料の
受取 

 120 ― ―
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改

正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要

な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以後開始する

事業年度より法人税率が引き下げられ、また、一定期間内、復興特別法人税が課されることとなりまし

た。 

 これに伴い、平成24年７月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等について

は、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は40.6%から37.9%に変更となります。また、

平成27年７月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等については、繰延税金資産

及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は37.9%から35.5%に変更となります。 

 この法定実効税率に基づき当会計期間末の繰延税金資産及び繰延税金負債を計算すると、繰延税金資産

（純額）が177千円、繰延税金負債（純額）が26,676千円減少し、その結果、法人税等調整額（貸方）に

6,021千円、その他有価証券評価差額金（貸方）に20,477千円計上しております。 

  

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成23年６月30日） 
 

当事業年度 
（平成24年６月30日） 

[流動]   

（繰延税金資産）   

未払事業税 千円3,162   千円1,875

その他   863    641

繰延税金資産合計  4,025    2,516

[固定]   

（繰延税金資産）   

退職給付引当金繰入限度超過額  3,644    1,128

貸倒引当金繰入限度超過額   1,426    1,090

役員退職慰労引当金  24,715    23,769

減損損失  3,089    3,048

投資有価証券評価損   4,620    4,046

その他  990    819

繰延税金資産合計  38,487    33,903

（繰延税金負債）   

買換資産圧縮積立金  102,389    85,091

その他有価証券評価差額金  146,370    144,273

繰延税金負債合計  248,760    229,365

繰延税金負債の純額  210,272    195,461

  
前事業年度 

（平成23年６月30日） 
 

当事業年度 
（平成24年６月30日） 

法定実効税率 ％ 40.6   ％ 40.6

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.5    1.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △1.4    △1.4

住民税均等割  0.2    0.2

評価性引当額の減少   △7.3    －

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  －    △5.6

その他  0.0    △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率  32.6    34.7
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１．採用している退職給付制度の概要 

  当社は確定給付型の制度として退職金規程に基づく退職一時金制度を設けております。 

   

２．退職給付債務に関する事項  

 （注）当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。  

  

３．退職給付費用に関する事項  

  

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社は簡便法の退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しているため、基礎率等に

ついて記載しておりません。  

  

  

（退職給付関係）

  
前事業年度 

（平成23年６月30日） 
 

当事業年度 
（平成24年６月30日） 

退職給付債務 千円8,987   千円3,177

退職給付引当金  千円8,987   千円3,177

  
前事業年度 

（自  平成22年７月１日 
至  平成23年６月30日） 

当事業年度 
（自  平成23年７月１日 
至  平成24年６月30日） 

勤務費用 千円 520 千円 1,500

退職給付費用 千円 520 千円 1,500
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 １．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

    当事業年度（平成24年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。 

     ①ストック・オプションの数 

  

     ②単価情報 

 （注）付与日における公正な評価単価は、新株予約権１個（1,000株）当たりの金額を記載しております。  

  

 ２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当事業年度において付与された新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりであります。 

   ①  使用した評価技法          ブラック・ショールズ式 

（ストック・オプション等関係）

  第１回新株予約権 

 付与対象者の区分及び人数  当社取締役３名、監査役２名、従業員６名、顧問等４名 

 株式の種類別のストック・オプションの数

（注） 
 普通株式  500,000株 

 付与日  平成24年６月６日 

 権利確定条件 

 権利確定の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当

社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」で定

めるところによります。 

 対象勤務期間  定めはありません。 

 権利行使期間  自平成24年６月27日  至平成29年６月26日 

  第１回新株予約権 

 権利確定前            （株）      

   前事業年度末  －

   付与  500,000

   失効  －

   権利確定  500,000

   未確定残  －

 権利確定後            （株）      

   前事業年度末  －

   権利確定  500,000

   権利行使  －

   失効  －

   未行使残  500,000

  第１回新株予約権 

 権利行使価格            （円）  330,400

 行使時平均株価          （円）  －

 付与日における公正な評価単価 

                         （円） 
 7,340
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   ②  主な基礎数値及び見積方法 

       （注）１．過去５年間の株価実績に基づき算定しております。 

２．過去の配当実績によっております。 

３．満期までの期間に対応する国債の利回りであります。 

  

 ３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

     基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。 

  

  

当社は本社オフィスの不動産賃借契約に伴う原状回復義務を有しておりますが、当該資産除去債務に関しては、

資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃借契約に関する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を

合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。 

なお、使用見込期間は15年と見積り、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を計算しております。 

    

 当社では、愛知県を中心に賃貸用マンション及び賃貸商業施設（いずれも土地を含む）を有しております。前事

業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は296,442千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計

上）であります。当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は291,078千円（賃貸収益は売上高に、賃

貸費用は売上原価に計上）であります。 

 また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

   ２．期中増減のうち、前事業年度の主な増加額はマンションの老朽化部分の改修工事及び大規模内装工事による

新規の取得であり、主な減少額は減価償却費（ 千円）及び減損損失（ 千円）の計上でありま

す。当事業年度の主な増加額はマンションの老朽化部分の改修工事及び外溝工事による新規の取得であり、

主な減少額は減価償却費（ 千円）及び減損損失（ 千円）の計上であります。 

   ３．期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額によってお

ります。その他の物件については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いた金額をもって

時価としております。 

  

  第１回新株予約権 

 株価変動性（注）１                            18.23％ 

 満期までの期間  ５年 

 予想配当（注）２  ７円／株 

 無リスク利子率（注）３ 0.24％ 

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

  （単位：千円）

  
前事業年度 

（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日） 

貸借対照表計上額   

  期首残高  1,301,053  1,283,081

  期中増減額  △17,971  △3,898

  期末残高  1,283,081  1,279,183

期末時価  5,374,400  5,337,300

43,696 1,528

45,737 1,118
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１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社は、本社に製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「 

賃貸不動産部門」、「自転車部門」の２つを報告セグメントとしております。 

 「賃貸不動産部門」は、土地・店舗・マンション及び駐車場の賃貸を行っております。「自転車部門」

は、開発商社として自転車の企画開発及び販売事業を行っております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であ

ります。報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。 

   

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

(注)１ セグメント利益の合計額は、損益計算書の売上総利益と一致しております。 

  ２ セグメント資産、負債その他の項目の金額は、そのほぼ全額が賃貸不動産部門に集中しており、経営資源の配分

の決定及び業績を評価するための定期的な検討の対象となっていないため、記載しておりません。  

  

当事業年度（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日） 

(注)１ セグメント利益の合計額は、損益計算書の売上総利益と一致しております。 

  ２ セグメント資産、負債その他の項目の金額は、そのほぼ全額が賃貸不動産部門に集中しており、経営資源の配分

の決定及び業績を評価するための定期的な検討の対象となっていないため、記載しておりません。    

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  （単位：千円） 

  

報告セグメント 

その他 合計 
賃貸不動産 自転車 計 

売上高   

外部顧客への売上高  407,691  28,721  436,412      －  436,412

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  407,691  28,721  436,412  －       436,412

セグメント利益  296,442  10,186  306,629  －  306,629

  （単位：千円） 

  

報告セグメント 

その他 合計 
賃貸不動産 自転車 計 

売上高   

外部顧客への売上高  407,960  23,525  431,486  －  431,486

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  407,960  23,525  431,486    －  431,486

セグメント利益  291,078  9,250  300,328      －  300,328
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前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報の中に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  日本国外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

   

(2）有形固定資産 

  日本国外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

    

３．主要な顧客ごとの情報 

                                  （単位：千円）  

  

当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報の中に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  日本国外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

   

(2）有形固定資産 

  日本国外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

    

３．主要な顧客ごとの情報 

                                  （単位：千円）  

  

前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。  

  

当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日） 

 該当事項はありません。  

   

前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。   

  

当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日） 

 該当事項はありません。   

   

前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。  

  

当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日） 

 該当事項はありません。  

ｂ．関連情報

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

コーナン商事株式会社  257,076 賃貸不動産 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

コーナン商事株式会社  257,076 賃貸不動産 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前事業年度（自 平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成23年７月１日 至平成24年６月30日）  

 該当事項はありません。  

  

  

   

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日） 

１株当たり純資産額  円  銭344 02

１株当たり当期純利益金額  円  銭15 78

１株当たり純資産額  円  銭361 80

１株当たり当期純利益金額  円  銭14 41

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

  
前事業年度 

（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日） 

当期純利益（千円）  78,650  71,310

普通株主に帰属しない金額   （千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益   （千円）  78,650  71,310

期中平均株式数        （千株）  4,983  4,947

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要  

 －
 第１回新株予約権 

普通株式 500,000株    

（重要な後発事象）
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（１）役員の異動 

①代表者の異動  

 該当事項はありません。 

  

②その他の役員の異動 

 該当事項はありません。 

  

（２）生産、受注及び販売の状況 

①仕入実績 

当事業年度における仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

(注)上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

②受注状況 

該当事項はありません。  

③販売実績 

 当事業年度における販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

(注)1.最近2事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

(注)2.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

５．その他

品目 

当事業年度 

（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日） 

金額（千円） 前期比（％） 

 軽快車  4,350  38.1

 子供車  6,538  107.3

 ミニサイクル  741  75.8

 スポーツ車  7,190  △10.6

 特殊車  201  △56.6

 自転車部品他  1,215  △38.1

合計  20,237  17.7

品目 

当事業年度 

（自 平成23年７月１日  至 平成24年６月30日） 

 金額(千円） 前期比（％）  

 軽快車  3,938  △37.1

 子供車  8,822  37.0

 ミニサイクル  892  △54.2

 スポーツ車  7,746  △32.2

 特殊車  600  △12.1

 自転車部品他   1,525  △22.7

小計  23,525  △18.1

 不動産賃貸   407,960  0.1

合計  431,486  △1.1

相 手 先 

前事業年度 

(自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日)

当事業年度 

(自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日)

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

コーナン商事株式会社  257,076  58.9  257,076  59.6
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